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第1部 総 論

第1章 通信及び情報化の現況

昭和51年 度の我が国経済は,50年 度に続 く2年 目の景気回復過程にあっ

た。51年4月 から7月 においては,輸 出の増勢に景気対策の効果 も加わって

順調な景気拡大過程にあったが,秋 口以降は輸出の鈍化,予 算関連法案の成

立遅延に伴 う財政支出の伸び悩み等によって,景 気回復テンポは緩慢となっ

た。しかし,52年 に入 り輸出が再び好調 とな り,ま た政府の景気対策,公 共

事業の支出促進等により,我 が国の景気は再び回復の方向に向かった。この

結果,51年 度の経済成長率は名目で13.0%,実 質で5.8%と なった。

社会経済活動の基盤をなす通信の分野は,こ の ような経済動向と密接な関

連を有 してお り,特 に51年 度においては,日 本電信電話公社(以 下 「電電公

社」とい う。)の建設投資が,料 金改定の遅れから大幅に削減され,通 信機

器や通信ケーブル等の通信関連需要が減少 した結果,景 気全体の動向にも悪

影響を与えることとなった。

一方,通 信サービスの総生産額(収 入額)は,51年6月 のテ レビ受信料の

改定,同11月 の電信電話料金の改定 もあって,4兆775億 円と前年度に比べ

25.6%増 の伸びを示 したものの,郵 便物数の減少,一 般加入電話の需要の落

ち込み等,全 般的には低調に推移した。

本章では51年 度の通信について,ま ず年間の状況を概括的には握 し,次 い

で通信事業の経営,通 信関連産業,家 計と通信等について,51年 度の社会経

済動向との関連を明らかにし,更 に我が国の情報化の動向について取 り上げ

ることとする。
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第1節 昭和51年 度の通 信の動 向

1通 信の動向

(1)概 況

ア、国内通信 の動 向

最近の国内通信 の動 向は,第1-1-1図 の とお りである。

郵便サ ービスにつ いてみ ると,51年 度 の内国郵便物数は129億 通(個)で,

前 年度に比べ7。9%の 減 とな り,27年 度 以来,24年 ぶ りの減少 を示 した。 こ

れは経済 の低迷に51年1月 の料金改定が加わ り,利 用が落ち込んだ ものとみ

られ る。年賀及び選挙郵便物を除いた平常信 の動 きをみ ると,料 金改定後1

年 間は,利 用の落ち込みが 目立 ち,51年 度 年 間では8,5%の 減 となったが,

料 金改定1年 後の52年2月,3月 は,前 年同期 よ りそれぞれ7.7%,9.7%の

増 とな ってお り,利 用物数は回復の兆 しがみえ る。

これを郵便 サー ビスの生産額 でみ ると,利 用物数 の減少 に もかかわ らず,

51年1月 に料金を改定 した こともあって,対 前年度比57.2%増 の7,065億 円

となった。

なお,利 用状況を諸外国 と比較す ると,郵 便物数(外 国郵便を含む 。)は49

年 度 で米 国に次い で第2位 であ るが,国 民1人 当た り差出通数 は127.5通 と

米国の428.6通,英 国の195.2通,西 独の164.2通 等 と比べ てなお相 当のへだ

た りが ある。

電信サー ビスにつ いてみ ると,電 報の発信通数 は38年 度 の9,461万 通 を ピ

ー クに毎年減少を続けてい るが
,51年 度 においては11月 の料金改定 の影響 も

あ って,4,189万 通 と対 前年 度比7.4%の 減 少 とな り,50年 度 の減少率2,2%

を か な り上 回った。利用 内容をみ ると,電 報通数 の減少 に もか かわ らず近年

微増の傾向にあ った慶 弔電報は2～3倍 の料金値上げが響 いて,5,4%の 減

少を示 したが・全体に占める割 合は年 々多 くなってお り51年 度 では65 .6%を

占め50年 度 の64・2%よ りふえてい る。 その反面 「チチキ トク」といった緊急
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第1-1-1図 国内通信の動向
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内容の電報は,わ ずか1%を 占めるにす ぎな い。

また,国 民1人 当た り利用通数 は年 間0.4通 と少ないが,英 国,西 独等の

0.1通 と比べ ると高い値を示 している。 これは,慶 弔電報の利 用が 多い こと

な どが影響 している もの とみ られ る。

加入電信加入数は,伸 び悩みの傾向をみせ,51年 度 末7万6千 加 入で,前

年 度に比べ2.1%の 増 加 にとどまった。 これは,景 気 回復の遅れ と,料 金改

定 の影響な どに よ り,新 規需要数が伸び悩んだ ことに加え,デ ータ通信 や フ

ァクシ ミリ等の他の通信 メデ ィアへの移行に よるものとみ られ る。

51年 度のこれ ら電信サ ービスの生産額は,電 報通数 の減少,加 入電信加入

数の伸 び悩みに もかかわ らず,料 金を改定 した こともあって480億 円 と対前

年度比20,8%の 増 加になった。

51年 度末の加入電話加入数 は,3,372万 加 入に達 した。 この うち一般加入

電話については,当 初増設予定数260万 加 入に対 し,景 気回復の遅 れ,料 金

改定に よる一時的 な需要 の落ち込み等 に よ り,61万 加 入下回 り,199万 加 入

が増設 されたに とどまった。 しか し,積 滞電話 の数は23万 に減少 し,需 給関

係は大幅に改善 され,52年 度 末の積滞解消 は 目前 とな った。 この他,地 域集

団電話 については,9万 加入 が一般加入電話に変更 された。

電話普及 の現状をみ ると,人 口100人 当 た りの加入電話普及率は,29.7加
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入 とな った。又,電 話機数 では米国に次いで2位,100人 当 た り電 話機数 で

は,米 国,ス ウ ェーデ ン,ス イス,カ ナ ダ,一 ユー ・ジーラ ソ ド,ア ンマー

クに次いで第七位に位 置 してい る。 一般 加入電話 に占める住宅用電話 の割合

は,65.0%に 達 し,100世 帯 当た り普及率 も,66.1加 入 とな った。 この よう

な住宅用電話の普及が進行 しているなか で,電 話に対す る顧客 のニーズは,

高度化,多 様化の傾 向を強め,各 種の附属装置等において も全体的 に着実に

増加 してい る。特 に電話 ファクスについては,フ ァ クシ ミリ通信の急速な普

及を反映 して,51年 度 末設置台数は5,600台 と前年 度の2倍 とな ってい る。

また,従 来か らのサ ービスに加え,「 ミープ ッシュホ ン」,「でんわ ぽん」(不

在案内)が 新たに提供 され るよ うにな った。一方,こ の よ うな急速 な電話の

普及 に伴い,い たず ら電話 など電話を悪 用す る事例 が世 間の注 目をひいてい

る。

電話サー ビスの生産額については,景 気の停滞 に もかかわ らず,料 金を改

定 したこともあって2兆2,373億 円 と対 前年 度比19.6%の 増 加 とな った。

なお,農 林漁業地域 の通信手段 と して利用 されてい る有線放送電話 の端末

設備は,前 年 度に比べ7.0%減 少 し212万 台 とな った。 また,51年 度 の有線放

送電話の生産額は,前 年度に比べ4.7弩 減 の200億 円 とな った。

専 用サ ービスは,企 業の情 報量 の増加傾 向に伴い,電 話 の ほ かデ ータ伝

送,模 写伝送等多様な用途に利用 され ている。

その利用動 向を回線数(A～J規 格)で み ると,51年 度 末現在26万8千 回

線 と前年度に比べ4.8%増 加 した。規 格別 内訳 では,主 と して通常の音声伝

送 に利用 され るD規 格が21万 回線 で80%近 くを 占めている。51年 度の専用サ

ー ビスの生産額は
,562億 円で,対 前年 度比12.9%増 とな った。

飛躍的な発展を遂げて きたデー タ通信は,51年 度 も順調 に推 移 し,デ ータ

通信 システム数は,51年 度 末2,057シ ス テム(私 設 システムを除 く。)とな り,

前年度に比べ39.1%増 加 した。51年 度において新 たにサー ビスを 開始 したシ

ステ ムと しては,全 国信用金庫 システム,農 林 省生鮮食料品流通惜報 システ

ム等があ る。電子計算機 の うちでこれらデー タ通信 に使用 されている割合を
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第1-1-2図 電話増設数及び積滞数の推移
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示す オ ンライン化率は,年 々上昇 してお り,51年 度 末 で7,5%と な ってい る。

データ通信回線の うち,特 定通信回線は5万3千 回線 と前年度に比べ15.6

%増 加 してお り,公 衆 通信 回線 も8千6百 回線 と,対 前年度比63。3%の 堅 実

な伸びを示 している。

この ような状況の下 で電電公社 のデータ通信サ ービスの生産額は742億 円

と前年度に比べ25.8%の 増 加 となった。

テ レビジ ョン放送は,国 民の間に広 く普及 してお り,日 本放送協会(以 下

「NHK」 とい う。)の 受信契約総数 は,51年 度 末において2,706万 件 で,対

前年度比1.9%の 増 とな った。 この うち,カ ラー契約は,2,331万 件 とな り,

契 約総数の86.1%と な ったが,普 及の進 展とと もに,年 度増加数 の伸びは鈍

化 して きてい る。一方 ラジオ放 送は,カ ー ラジオ及び個人用 ラジオ等,若 い

世代を中心 とした需要に支え られて地道 な発展を続けてい る。

放送サ ー ビスの生産額 については,NHKで は51年6月 のテ レビ受信料の

改定 もあって対 前年度比46。2%増 の1,881億 円 となった。 また,民 間放送 で

は,ス ポ ッ ト収入を中心 とす る広告料収入の伸びに支え られて,19.5%増 の

6,566億 円 となっている。

イ.国 際通信の動 向
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最近 の国際通信 の動 向は,第1-1-3図 の とお りである。

外国郵便物数(差 立及び到着)は,2億663万 通(個)で 対前年度比2.6%

の増 加 であ った。通常郵 便物 の地域別交流状況をみ ると差立 でア ジア州,到

着 で北 アメ リカ州が最 も多 く,そ れぞれ29.5%,39.7%を 占めてい る。 ま

た,よ り迅速なサ ービスを求めて航空便 の占め る 割 合 は,年 々上昇 してお

り,差 立及 び到着を含め た外国郵便物数 全体 では51年 度 は76.3%と な った。

第1-1-3図 国際通信の動向
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郵政省,国 際電電資料により作成。

国際電信サ ービスについてみ ると,国 際電報は国際加入電信の普及等に よ

り近 年停滞の傾 向にあ り,51年 度 におけ る取 扱数は ,499万 通 で前年度に引

き続 き「,4.9%の 減少 とな った。地域別には,ア ジア州が55 .9%を 占めてい

る。

国際加入電信取扱数は活発な貿 易活動 に支えられて ,対 前年度比21.4%増

の1・971万 度 とな った。 また・51年 度末にお け る 国際加入電信加入者数 は

5・874加 入 ・ 電電公社の加入電信加 入者 で国際利用登 録を している者 の数 は

1万3,991加 入 で,そ れぞれ順調 な伸 びを示 してい る
。

なお・ 国際電信サ ー ビスの生産額は・対 前年度比16 ・3%増 の385億 円 とな
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った。

国際電話サ ー ビスについてみ ると,そ の通話度数 は対前年度比19.3%増 の

1,022万 度 で あ り,こ れを生産額 でみ ると384億 円 と対前年度比20,3%の 増

となった。対地別では,ア ジア州が最 も多 く58.3%を 占め てい る。なお,48

年3月 に開始 された国際 ダイヤル通話は,全 発信度数 の4.2%を 占め るにす

ぎないが,50年 度 に比べ3.7倍 の急成長を遂げてお り,今 後,外 国側対地の

拡張,国 内利用可能地域の拡大 とともに増加す ることが予測 され る。

第1-1-4表 通信サービスの生産額

(単位:億 円)

区 別1・ ・年 度 51年 劇 増・減率(%)1備 考

郵 便 4,495 Z・651 …1警 議 霧襟 計におけ

公 社 電 話

有線放送電話

国 際 電 話

18,7i222,373

20919,24020022,957

3【9384

19.6

△4.7

20.3

電電公社の電話収入

ig.3事 業 収 入

国際電電の電話収入

公 社 電 信 398

729

480

865

20.8

16.3

18.8

電電公社の電信収入

国際電電の電信収入国 際 電 信 331 385

公 社 専 用 497

580

562

653

12.9

10.O

12.5

電電公社の専用収入(デ
ータ通信料を除 く。)

国際電電の専用収入国 際 専 用 83 91

公社データ通信 590 742 … 瞬 公社のデー・通信料

国際その釧 3gt 46 !8.9国 際電電のその他の収入

NHK

間

送

民

放

ラ ジ オ

テ レ ビジ コ
ソ

1,287

7116,781

4,783

1,881

816

5,750

8,447

46.2

14.7

20,2

24.6

受信料収入と交付金収入

民間放送各社のラジオ営
業収入
民間放送各社のテレビ営
業収入

計 32,4541・ ・,7751 …1

参

考

国民総生産

個人消費支
出

1,495,0101,689,220 13・ ・i

849,415 95街9541 12.4

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」(昭和52年 版)そ の他は

各年度決算による。



一8一 第1部 総 論

貿易商社や銀行等で利用 されている国際専用サービス に お け る賃貸回線

は,51年 度末現在,音 声級回線135回 線,電 信級回線489回 線となり,前 年度

に比べ各々26.2%,7.5%の 増加となった。 これを,サ ービス生産額でみる

と,対 前年度比10.0%増 の91億 円となっている。

(2)主 な 動 き

ア.電 信電話料金の改定

利用度の低い電話の増加による収入の伸び悩みに加えて,48年 秋の石油シ

ヨ・,ク以来の人件費,物 件費の大幅な上昇が重な り,電 電公社は49年 度1,753

億円の赤字を計上 した。このため,電 信電話料金の改定が問題となったが,

50年度においては政府の物価抑制という基本方針に基づいてその改定が見送

りとなったため,2,812億 円の赤字となった。

このような事業財政を抜本的に立て直すため,通 話料の単位料金である度

数料を7円 から10円に,電 話基本料を2倍(51年 度中は暫定的に1.5倍)に,

また通常電報料を2倍 にそれぞれ引 き上げることなどを骨子とする 「公衆電

気通信法の一部を改正する法律案」が国会に提出され,第 七十八回臨時国会

において51年11月4日 に成立 し,同 月17日か ら施行された。

これらの法定料金改定にともない,法 定料金と関連の深い法定外の電信電

話料金である二共同電話の電話基本料,夜 間の通話料,加 入電信関係料金等

の改定は11月11日 に郵政大臣の認可を受け11月17日 から実施 された。

イ、国際海事衛星機構(イ ンマルサヅト)設 立への動き

海上通信は主として短波により行われてきた。 しか し短波通信は近年混雑

が激化しているのに加え,通 信品質が不安定であることなどの欠点があ り,

従来からその改善の必要性が指摘 されてきた。このため,政 府間海事協議機

関(IMCO)に おいて,世 界各国が共同 して,静 止衛星を使 う海事衛星シス

テム及びシステムの管理,運 営にあたる国際機関としての国際海事衛星機構

(インマルサット)を 設立することが検討されてきた。

1973年11月 の第八回IMCO総 会では,国 際海事衛星システムの設立に関

する政府間会議を開催することが決定され,1976年9月 に ロンドンで開かれ
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た第三回政府間会議では 「国際海事衛星機構(イ ンマルサット)に 関する条

約」及び運用協定が採択され署名のために開放された。

同機構は,締 約国で構成され,国 家主催に関する事項を審議する総会,事

業体の代表に より構成され,機 構の財政及び業務に責任を有する理事会並び

に機構を法的に代表する事務局長を長とす る事務局から成っている。

政府は,海 事通信の改善に資するためこの条約に受諾を条件として1977年

3月22日 調印 し,承 認を求めるため国会に提出した。

なお,条 約発効の最終期限は1979年9月3日 であり,そ の60日 前の7月5

日までに締約国となった国の当初出資率の合計が95%以 上になることが必要

である。

ウ.情 報処理産業における資本 自由化

我が国は,39年4月 に経済協力開発機構(OECD)に 加盟 して以来,そ の

規約に従い数次にわたって資本自由化を実施し,48年5月 には,企 業の新設

及び企業の同意のある経営参加については原則として100%自 由化した。

その際,電 子計算機又は同制御自動機構の製造販売又は賃貸業及び情報処

理産業等については,猶 予期限を設け,段 階的に自由化するものとされ,前

者については50年12月,後 者については51年4月 に完全自由化が達成され

た。

なお現在米国の大手TSS業 老が米国にあるコンピュータを利用 して日本

で情報通信サービスを提供することを計画中である。

エ.放 送衛星に関する世界無線通信主管庁会議(WARC-BS)の 開催

各国に衛星放送用の電波の割当てを行 うための放送衛星に関する世界無線

通信主管庁会議が114か 国の参加のもとに,52年1月10日 から2月13日 まで

ジュネーブで開催され,第 一地域(ヨ ーロッパ,ア メリカ),第 三地域(ア ジ

ア,大 洋州)の 放送衛星用の周波数割当計画及び技術基準が作成された。我

が国は当初の要求通 り,8チ ャンネル,衛 星の静止軌道位置東経110度(イ

ンドネシアのカリマ ンタン上空)を 確保した。

これらを取 り決めた最終文書は1979年1月1日 から発効することとされて
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お り,さ らに,同 年開催予定の世界無線通信主管庁会議において,国 際電気

通信条約付属無線通信規則に組み入れられる予定である。なお・アメリカ・

カナダ両国の属する第二地域(南 北米州)に ついては時期が延引され・1982

年までに同地域だけの計画を作成することが了承されている・

放送衛星は,現 在はまだ実用化されていないが各国とも関心が高 く・我が

国でも実用放送衛星システムの導入に必要な技術開発と技術基準を確立する

こと及び我が国の電波権益を確保することなどを 目的として,52年 度末実験

用中型放送衛星(BS)を 打ち上げる予定である。

オ.多 重放送の動向

テレビジョン放送や超短波放送(FM放 送)の 電波に別の情報を重畳して

同時に放送する多重放送は,情 報の量的増大のみならず質的多様化をもたら

す ものとして注 目されてきた。関係各方面での技術開発とならんで,郵 政省

では49年7月 法律,技 術の専門家等からなる 「多重放送に関す る調査研究会

議」を設け法的制度的問題を検討してきた。

51年12月 同会議は検討結果を取 りまとめ,次 のような内容の報告書を郵政

大臣に提出した。すなわち,総 論において多重放送の種類,多 重放送の技術

の開発の現状及び利用分野等について概説 し,次 に,制 度上の諸 問 題 と し

て,放 送局の免許 と多重放送を行 う場合の周波数の占用の関係,既 存の放送

番組を補完す るための利用と既存の放送番組から独立 した利用の関係及びフ

ァクシミリ放送について論 じた上,最 後に現段階で多重放送のすべての種類

について全面的に実施に移すのは時期尚早であるので,技 術的法律的に問題

の少ないものから実験的に行い逐次実用化を進めるべ きであるなどの提言を

行っている。

郵政省ではこの報告書に基づき52年1月17日 に電波監理局に部内の関係老

を構成員とする,多 重放送協議会(会 長は電波監理局長)を 設置し多重放送

の実施に当たっての問題点等について検討を開始 した。

その後,放 送事業者から,テ レビジ ョン音声多重放送についての実用化試

験局開設の免許申請が提出されている。
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力,ア ジア太平洋電気通信共同体設立への動き

国際連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)は,従 来遅れがちであ

ったイラン以東のアジア ・太平洋地域の電気通信の開発を促進 し,さ らに地

域電気通信網であるアジア電気通信網の計画について,そ の推進をはかるた

め,地 域的協議機関としての,ア ジア太平洋電気通信共同体の設立を準備し

てきた。

我が国は,ESCAP地 域での電気通信分野における最大の先進国であ り,

本共同体に参加 し,技 術的協力を推進 していくことは,同 地域内各国に対す

る国際協力の増進の見地から極めて望ましく,か つ同地域における電気通信

業務の技術的向上と拡充は,我 が国との通信の向上にも資するものと考えら

れる。

このため我が国はアジア太平洋電気通信共同体設立の準備にあって,積 極

的な役割を果た してきたところである。

アジア太平洋電気通信共同体憲章は同共同体について,そ の目的,任 務,

加盟資格,組 織,経 営等を規定 したものであ り,政 府は52年3月22日 に受諾

を条件 として調印し,承 認を求めるため国会に提出した。

なお本憲章は同共同体の本部所在予定地であるタイを含む7か 国以上の批

准又は受諾が発効要件となっている。

キ.日 中間海底ケーブルの運用開始

我が国と中国との間の通信は,従 来短波によって行われてきたが,47年El

中国交回復が実現 したことにともない,両 国間の電気通信の改善をはかる気

運が盛 り上が り,ま ず同年10月 に衛星通信が開始され,さ らに海底ケーブル

を建設するための話 し合いが開始された。

この成果を受けて,48年 に 日中両国間で 「日本 ・中国間海底ケーブル建設

に関する取極」が締結 された。49年 には日中間海底ケーブル建設計画が合意

に達 し,建 設当事者 となる国際電信電話株 式 会 社(以 下 「国際電電」とい

う。),上海市郵電管理局間で 「日中間海底ケーブル建設保守協定」が締結さ

れ,そ の後工事が進められて51年7月 上旬に完成 し,同 年10月 から運用が開
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始された。

これは,熊 本県苓北(れ いほく)町 と上海市南涯(な んほい)と の間約

850kmを 結ぶ海底同軸ケーブルシステムで,電 話換算480回 線の容量を有し・

要 した建設費約60億 円は 日中両国で折半して負担 した。

この海底ケーブルに より,衛 星通信と合わせて安定 した高品質の通信が確

保され,日 中間の経済,文 化の幅広い交流の促進に貢献することが期待 され

る。

2昭 和51年 度の社会経済動向と通信

(1)通 信事業経営の現状

ア.通 信事業の収支状況

51年度における通信事業経営は,景 気回復の遅れや電電公社の料金改定法

案の成立遅延等厳 しい局面に置かれた状況にもあったが,全 般的には収支改

善の方向にあった。以下通信事業体別に51年 度の収支状況を概観することと

する(第1-1-5表 及び第1-1-6図 参照)。

郵便事業については,収 入は51年1月 の料金改定により7,615億 円(前 年

度比53.9%増),支 出は7,014億 円(前 年度比12.0%増)で 差引き601億 円と

な り,単 年度収支としては47年 度以来4年 ぶ りに黒字となった。 しか し,51

年度末における業務運営費財源借入金はなお1,875億 円残 されている。

電電公社については,収 入は2兆5,182億 円(前 年度比19.3%増),支 出は

2兆6,607億 円(前 年度比11.3%増)で 差引き1,425億 円の赤字が生 じた。こ

れは料金改定が行われたがその実施が当初予定より5か 月遅れ,事 業収入が

当初見込み より約3,000億 円減少 したためである。この結果,49年 度から連

続3か 年赤字決算となった。

国際電電については,収 入は961億 円(前 年度比18.3%増),支 出は870億

円(前 年度比17.9%増)で あり,差 引き91億円の黒字となって,健 全な経営

を続けている。これは国際化の進展と諸活動の活発化による通信量の増加を

反映しているものとみられる。
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第1-1-5表 通信霧業の収支状況

区 別

郵便事業

年度 収 入
支 出

総 船 件蒙
百 万 円 百 万 円%

50494,694626,55472.8

51761,545701,43370.8

(i53.9)(ll2.0)

麗 公社il?

百 万 円 百 万 円%

2,llO,2602,391,48234.1

2,518,1812,660,69133.8

(ll9.3)(111.3)

収支差額

百 万 円
△131,860

60,ll2

百 万 円
凸281,222

△142,510

50国際 電 電

51

百 万 円 百 万 円%

81,24073,79938.3

96,10286,98836.4

(118.3)(ll7,9)

有線放送
電話
送 50
51

万 円 万 円
2,0722,ll4

2・1262・1621

(102・6),(102・3)1

%

55.5

53。4

百万円1百 万円l
l50,8731NHKI?}1ム;llll
l71,748

(145.7)…(113。8)

%
39.0
37.1

民

間

放

送

50

51

オ
ビ
社

ジ

レ
営

ラ
テ
兼

百 万 円

6,762

7,887

(116.6)

ラ ジオ50

単 営 社51

百 万 円

2,100

2,439

(lI6.1)

百 万 円

テ レ ビ505,556

単 営 社516,710

(120.8)

億円
全 産業1?1:ll;灘

(108.0)
億円

製 造業19};lfl;lll

(122.0)
円

oo

oo

の

万

5

5

α

百

81

82

10

■◎
〆0
(

4

4

50

51
業気電

百 万 円

6,166

6,895

(111,8)

百 万 円

1,956

2,212

(ll3.1)

百 万 円

5,142

5,895

(ll4.6)

億 円

3,415,779

3,678,966

(107.7)

億 円

1,190,970

1,487,678

(124.9)

百 万 円

4,029,356

4,028,318

(100.0)

%
32.3
32.8

%
30.1
29.8

%
19.9
20.1

%

'
7

冶

∩
V
-

%
15.5
14.1

%
14.5
14.3

円

41

14

万

4

1

百

7

9

万 円
△42
△36

百 万 円
△18,906

20,512

百 万 円

596

992

百 万 円
144

227

百 万 円
414

815

億 円
Hl,756

130,972

億 円

49,787

26,609

百 万 円

652,144

654,182

収支率

%
126.7
92.1

%
113.3
105.7

備 考

郵便事業の直接収支
のほかに郵便事業に
係るその他雑収入及
び総係費等を含む。

損益計算書による総
合収支

%
9Q.8
90.5

%
102.0
[01.7

%
114.3
89.3

%
91.2
87.4

%
93.2
90.7

%
92.5
87.9

%
96.8
96.6

蕗
96.0

98.2

%
86,1
86,0

損益計算書による総
合収支

1・088施設 事業外収

皮を含む

1施設当

1,・・9施蝿 の平均

損益計算書による総
合収支

社

社
6
6
3
3

社

社
17

17

54社

54社

1社 当 りの平均

値
損益計算書によ
る総合収支

大蔵省 「財政金融統
計月報」及び 「法人
企業統計季報」によ
る。

資本金1,000万 円以
上の企業を対象とす
る。

(注)()内 は対前年度比(%)を 示す。
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第1-1-6図

130

120

収110

支

率

100

%

通信事業の収支率

、電電公祉

業
電

送

藤
電
K
放

便
際
H
間

郵
国
N
民}ぐ

一
、

搾yこ

47484950

年度

(注)1淑 支率 ・護鷺 ・1。・

51

2.民 間放送は全社(51年 度は107社)の 平

均値である。

NHKに ついては,収 入は1,923億 円(前 年度比45.7%増),支 出は1,718億

円(前 年度比13.8%増)で 差引き205億 円とな り,48年 度以来3年 ぶ りに黒

字となった。これは51年6月 の受信料改定の寄与が大 きいと思われる。

民間放送については,利 益が前年度に比べほぼ倍増 した。これは活発な広

告需要に支えられて収入が大幅に増加 したからである。

通信事業の人件費比率が大きいのは労働集約的性格を持っていることのた

めと思われる。

イ。通信事業の財務構造

51年度における各事業体の財務比率は第1-1-7表 のとお りである。

郵便事業では,労 働装備率が低いがこれは人力依存度の高い事業の性格に

よるほか,局 舎借入れ,輸 送の外部委託等の運営形態をとっていることによ
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第1-1-7表 通信事業の財務比率

区 別 年度

総資産 固定資
に占め 固 定 負 債 流 動産対長
る固定
資産比 比 率 期資本 比 率 比 率比率率

労 働

装備率

郵 便 事 業
O

l

どQ

rD

%%%%%
55.4133.775.3176.3109.1

62.9122.687.3106,5109.5

千 円

2,034

2,258

電 電 公 社
O

l

FD

5

90.9384.594.4323.2165.316,419

90.6418.394.7361.6165.Ol7,850

国 際 電 電
O

l

口)

rO

69.3119.288.47Lgl42.3

67.8116.389.571.4136.2

10,238

U,739

NHK
O

I

【Q

FD

83.9166.895.398.8126.07,418

75・6138・488・283・Ol63・517・625

民

間

放

送

オ
ビ
社

ジ

レ
営

ラ
テ
兼

O

L

どQ

【り

57.6】14.773.299.2199.15,970

55・OlO8・371・496・9196・116・149

テ レ ビ

単 営 社

O

l

【り

【0

44.81[4.489.6155.4154.5

40・899・3163・8143・2164・1

ラ ジ オ

単 営 社

O

l

F◎

rD

…ll3・ ・1[・ …41・216・ ・

53・ ・1135・ ・181・7154・ ・1・34・ ・

全 産 業
0

1

ごD

5

34.9

35.2

製 造 業
5。136.6

5136.4

電 気 業
0

1

FD

rD

89.7

89.7

244.0

247.6

208.6

206.7

481。1

531.4

83.0599.5

83.6603.7

8[.i469.6

80.5467.8

110。2436.3

113.0492.4

114.4

113.9

118.8

119.2

54.6

51.3

6,857

6,929

3,972

4,072

4,178

4,010

3,831

3,879

41,422

32,326

(注)1・ 固定比率 眉 墾 茱・1・・

固定資産 刈QO固定資産対長期資本比率:
自己資本+固 定負債

負債比率・語 ㌫ ・1・・ 欄 比率・霧 蓑震・1・・

労働装備率・前些 年緊 罎 欝 雛 難 設仮勘定)

2.郵 便 事業は,郵 政事業特別会計の数字を使用 した。

3.全 産業,製 造業及び電気業については資本金1,000万 円以上の企業を対

象とし,「財政金融統計月報」,「法人企業統計季報」(大 蔵省)に よる。
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るものである。

電電公社では,総 資産に占める 固定資産の比率が90.6%,労 働装備率が

17,850千 円と高い値を示 しているが,こ れは全国的な規模の設備を有する事

業の性格によるものである。固定比率が418.3%と 他の通信事業に比べ著し

く高いのは総資本の うち電信電話債券を主体 とす る固定負債が74.0%と 極め

て高い比率を占めてお り,自 己資本が小さいことによる。

国際電電では,前 年度とほぼ同様の財務比率を示 したが,労 働装備率は日

中海底ケーブルの完成等により対前年度比14.7%の 増を示 した。

NHKで は,収 支状況が黒字になったことを反映 して,固 定比率,固 定資

産対長期資本比率,負 債比率が大幅に減少し,流 動比率が増大 している。

民間放送では,総 資産に占める固定資産比率がNHKと 比べ るとかな り低

くなっている。

ウ.通 信関係設備投資の動き

通信事業は事業の性格から一般に高度な技術に裏付けられた設備を多く必

要 とする。事業 ・サービスの拡大 ・改善のため,毎 年多額の設備投資が行わ

れている。51年 度の通信の分野における設備投資額は1兆4,952億 円であ り,

第1-1-8表 通信関係設備投資額

区 」1男

郵便 事業

電 電 公社

国際電 電

NHK

民間放 送

十
二
=
口

50年 度

億 円
550

14,181

174

129

286

15,320

51年 度

億 円
653

13,618

136

212

333

14,952

増 △減率

%
18。8

△4.0

△21,8

63.9

16。4

△2。4

内部資金
比 率

%
89.3

54,5

100.0

77.0

備 考

郵政事業特別会計の建
設投資額

減価償却額と有形固定
資産増加額から推定
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各分野別にみ ると次の とお りである(第1-1-8表)。

郵便事業 では老朽狭 あい局舎の改善を図 ったほか集配普通郵便局が4局,

無 集配特定郵便局が86局 新設 された。 また郵便処理の近代化,効 率化の一環

と して,51年 度 には郵便番号 自動読取区分機4台,選 別台付 自動取 りそろえ

押印機16台 が新たに配備 され,局 内作業 の機械化が更 に推進 された。 これ ら

の設備投資額は前年度に比べ18.8%増 の653億 円で あ り,そ の内583億 円が 自

己資金,70億 円が財政投融資(簡 保資金)か らの借入金で ある。

電電公社 においては料金改定 が当初予定 よ り5か 月遅れたため,建 設 資金

の財源不足を もた ら し,支 出削減措置が とられる とい う事態があったため50

年 度 よ り若干少ない1兆3,618億 円 の設備投資が行われた。全国的規模にお

いて一般加入電話の積滞を解消 し,す ぐつ く電話をめ ざして一般加入電話

208万 加 入が増設 され た。 また社会的 要求 の多様化に こたえるため,カ ラー

電話76万4千 個,親 子電話55万3千 個,プ ッシュホ ン42万7千 個,ホ ームテ

レホ ン11万5千 セ ッ ト,ピ ンク電話5万8千 個,キ ャ ッチホ ン4万7千 個が

設置 された。また市外 回線13万7千 回線,専 用線3万2千 回線,デ ータ通信

回線1万5千 回線,テ レックス7千 加入が増 設 さ れ た。 資金調達額は2兆

156億 円 であ り,こ の内,内 部資金は6,944億 円,加 入者債 券,政 府保証債券

等 の外部資金は1兆3,212億 円 である。

国際電電においては136億 円 の設備投 資が行われた。51年5月 には 日中海

底ケーブルが完成 し,国 際電話お よび国際加入電信用 の電子交換機が導入 さ

れ,沖 縄 ・ル ソン ・香港間海底 ケーブル,大 阪国際電話局 の建設が推進 され

た。 また音声級 回線133回 線,電 信級 回線149回 線 が増設 された。

NHKに お いては対前年度比63.9%増 の212億 円 の設備投資が行われた。

テ レビジ ョン放送難視聴の解消をめざ してテ レビジ ョン放送局399局(総 合

199局,教 育200局)を 開設 したほか,超 短波放送局10局 を 開設 した。

また,画 質 改善 のためのテ レビジ ョン放送 局の整備,ス タジオ設備の整 備

を行 った。資金調達についてみ ると,資 本勘定の規模 は331億 円であ り,こ

の内,内 部 資金は255億 円,放 送債券等の外部資金は76億 円である。
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民間放送においてはテレビジョン放送局336局 を開設 し,対 前年度比16.4

%増 の333億 円の設備投資が行われスタジオ及び放送設備等が拡充 された。

なお,私 設電気通信については,郵 政省が実施 した961機 関の調査を基に

推計 した結果によれば(た だし,主 要官公庁,特 殊法人,従 業員数300人 以

上の民間企業に限る。),50年度中に約540億 円の設備投資が行われた。これを

設備面からみると無線通信装置の1万3千 台をは じめとして,電 話機の1万

2千 台,搬 送装置の700台,フ ァクシミリ,印 刷電信装置等の電信装置600

台,留 守番電話装置等の電話附属装置400台 が新設 された。 また交換機につ

いては,自 動交換機が回線容量で1万4千 回線新設 された。

50年度末における施設数についてみると,私 設有線電気通信回線は線路延

長で10万km,固 定業務用無線通信回線は505万 チャンネル ・キロメートルに

達 してお り,こ のほか電話機が46万 台,無 線通信装置が19万 台,搬 送装置が

3万 台,電 信装置が1万4千 台(う ちファクシミリ8千 台)等 と なってい

る。また交換機では手動交換機が4千 台,自 動交換機が回線容量で33万回線

となっている。

(2)通 信関連産業の動向

ア.通 信機械エ業

51年度の通信機器の受注実績額は5 ,863億 円で前年度に比べ5.7%の 減少

となった。内訳では無線通信装置が1,153億 円で対前年度比12.9%減 と落ち

込み,有 線通信機器についても4,710億 円で3,8弩の減少となった。

このうち電信装置をみてみると,フ ァクシミリが対前年度比55 .8%増 とな

っているものの 印刷電信装置が42 .6%減 となるなど電信装置全体としては

31.2%減 となった。また電子交換機は11 .5%増 と順調な伸びを示 した。

需要部門別では官公需は3,004億 円と対前年度比14.7%の 減少とな り,民

需は1,467億 円で4.8%増,外 需は1,392億 円で7.5%増 にとどまった。全体と

しては民需に回復の兆 しが見られるものの,電 電公社をは じめとす る官公需

の低落の影響を直接受けることとなった。

イ.電 線 工 業



第1章 通信及び情報化の現況 一19一

第1-1-9表 通信機器受注実績額

区 別 50年 度 51年 度 増 △減 率

有

線

通

信

機

器

電 話 幾{

交 換 機
(電 子 交 換 機)

電 話 応 用 装 置

電 信 装 置

(フ ァ ク シ ミ リ)

搬 送 装 置

有線通信機器用部品

億 円
316

1,836

(511)

470

556

(ll5)

1,072

645

卜二三ロ 4,895

無 線 通 信 機 器

合
壬

ロ

!,323

6,218

億 円
319

1,759
(570)

502

382

(180)

1,060

688

%
1.2

凸4.2

(11.5)

6.8

△31.2

(55,8)

凸1 .2

6。6

4,710 △3.8

1,153

5,863

△i2.9

△5.7

(注)()は 再掲である。

通信機械工業会資料による。

51年 度の電線の受注実績額は8,395億 円 と前年度に比べ23.5%増 とな り,

こ こ2年 の減少傾 向か ら増加傾 向へ転 じた。 この うち銅電線は7,564億 円で

20.9%増,ア ル ミ電線は831億 円 で54.0%増 で あった。なお銅電線 の通信 ケ

ーブルは1
,560億 円 と前年度に比べ6.2%の 減 少となったのが注 目され る。

需要部門別では官公需が1,378億 円 で対前年度比9.8%減 とな ったが民需は

6,065億 円 で34.1%増,外 需 が952億 円 で27.8%増 と民需の回復に よって大幅

な増加 とな った。 なお官公需の うち電電公社か らの受注は1,299億 円 で前年

度 に比べ10.9%の 減少 とな った。

ウ.電 子計 算機 製造業

51年 度の電子計 算機(周 辺装置を含む)の 納入実績は7,315億 円 と前年度
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に比べ19.1%増 とな り,不 況に もかかわ らず好調 な伸 びを示 した。 この うち

国産機は4,151億 円 で21.1%増,外 国機 は3,164億 円 で16.6%増 と 国産機 の健

闘が 目立 った。 また大 型機,中 型機はそれぞれ対前年度比23.8%,22・0%の

増加 となった。

エ,電 気通信工事業

51年 度 におけ る電電公社 か らの受 注契 約額 は,電 信電話料金 の値上げが遅

れた こともあって4,380億 円 とな り,対 前年度比0.3%減 と ほぼ前年並み とな

った。 この うち通信線路工事は3,808億 円 で0.6%増,伝 送無線工事 を含む通

信機械工事は572億 円 で6.2%減 とな ってい る。

一 方,自 営PBX工 事 業界で組織 してい る社 団法人全国電話設備協会の会

員数 は51年 度末で1,177と な ってお り,こ の うち 自営PBX工 事 等を行 って

い る工事業者は1,096に 達 してい る。 また自営PBX台 数 は約4千 台増え,

前年度に比べ33%の 伸 び となった。

オ,情 報サ ー ビス業

51年11月1日 現在で情報サ ービス業の年 間売上高 は3,070億 円 と前年 度に

比べ11.6%の 増 加 とな った。 これを業務 の種類別にみ ると事務計 算が34.5

%,ソ フ トウェア開発,プ ログラム作成15.3%と な ってお り要 員派遣は年 々

30%以 上 の着実な伸 びを示 している。

また,契 約先産業別にみる と鉱業 ・製造業 が23.6%,金 融 ・保 険業等が

21,5%,公 務 が17.1%と な ってい る。

カ,そ の 他

51年 度 のポケ ッ ト・ベル会社の営業収益は104億 円 で前年度 に比べ22,2%

増 と順調 な伸びを示 した。加入者 は4年 連続10万 台 以上の伸びを示 し51年 度

末で63万9,576加 入 とな った。業種別に加入者をみ ると販売業38.3%,建 設

業20.3%及 び サ ー ビス業16.3%と な ってい る。

有線音楽放送業は52年1月 末現在 で,施 設数475,加 入 老数16万1,611と な

ってお り,年 間利用料は約78億 円に達 してい ると推定 され る。

テ レホ ンサ ー ビスの提供 主体 は公 共機 関,民 間企業・福祉 団体等 各界 に及
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び51年 度 末 のサ ービス件数は2,776件 と前年度末 に比べ て0.8%減 少 したが,

回 線数 では1万2,809回 線 と6.3%の 増 加 とな った。サー ビス件数 を案内種別

でみると芸能 ・音楽案内が9.2%,行 政 案内が7.7%,及 び人生相談が6.3%

とな ってお り,そ の他多種多彩なサ ー ビスが行われて いる。

ニュース供給業の うち一般 ニュースの51年 度におけ る情報量の一 日平均は

新 聞向けが,18万 字,放 送 向けが2万3千 字 となってお り,写 真はそれ ぞれ

74枚,10枚 とな っている。 また外電の一 日平均 は受信が55万 語,送 信が18万

語 である。

なお,駅 前等にみ られ る電光表示サ ービスは広告 の他,官 公庁 の広報,社

会キ ャンペ ー ン,ニ ュース速報等,地 域に密着 した新 しい情報通信 メデ ィア

と して注 目され てい る。

(3)家 計 と通信

家計におけ る1世 帯当た り年間の通信 関係支 出(郵 便料,電 報 ・電話料及

第1-1-10表 家計における通信情報関係支出

区 別

便

話

送

電報

郵

電

放

41年 実績

円

955

3,086

2,944

50年 実績

円

1,981

23,485

3,857

51年

実 績

円

3,041

26,876

5,379

対前年
増減率

%
53.5

14.4

39.5

雑費支出
に占める
割合

%
0.4

3.1

0.6

全消費支
出に占め
る割合

%
0.1

1.3

0.3

通 信 関 係 支 出 ・9852・32335,296}…{・1 1.7

交 通

新 聞

印刷物(新聞を除く)

教 育

13,81631,882

5,58216,777

6,42817,738

21,41343,020

37,187

17,247

19,024

51,068

16.6

2.8

7.2

i8.7

4.3

2.0

2.2

5.9

1.8

0.8

0.9

2.4

雑 費 支 出22・528771,52586・7891・ ・1
ヨ41・ ・

全 消 費 支 出630,1931,895,7862,097,48410.6

「家計調査年報」(総理府統計局)に よる。

(注)各 支出額は1世 帯当た り年間(1～12月)支 出額である。ただし,51年 は家

計調査報告(月 報)の 数値を12か 月分加算 したものである。
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び放送受信料)は,51年(1～12月)に おいて3万5,296円 である(第1-

1-10表 参照)。51年 には,郵 便料,放 送受信料,次 いで電報 ・電話料の料

金改定が行われたこともあって,対 前年度比20.4%の 増加となっている。家

計における通信関係支出は全消費支出の1.7%,雑 費支出の4.1%に すぎない

が,こ の10年 間に5.1倍 と著 しく増加している。この主な原因は,第1-1-

11図 で明らかなように,住 宅用電話の普及に基づ く電報 ・電話支出の急増で

あり,家 庭通信における電話の役割は非常に大きくなっている。第1-1-

12図は通信関係支出,雑 費支出及び可処分所得をそれぞれに対応す る消費者

物価指数で実質化 し,そ の推移を指数で比較 した ものである。家計における

情報化の程度を表わす と考えられる雑費支出は所得とほぼ同 じ率で上昇して

いるが,雑費のうちに含まれる通信関係支出は急激な増加を示 してお り,家計

における言わぽ通信性向は所得の上昇とともにますます大 きくなっている。

第1-1-11図1世 帯当た リ年間通信関係支出額

40

30

20

10

千
円

支出

434445464748495051
でi

「家計調査年報」(総 理府統計局)に

よる。
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第1-1-12図1世 帯 当 た り通 信 関 係 支 出,

雑 費 支 出 及 び 可 処 分 所 得 の 推 移

(45年=100)

い一一・1世帯当たll年問通1、,関係支出(実 質,全臨)

ひ一・-G1世帯当たP年 間堆費支出 り:質,全 世縮い

ゆ一一一司1世帯当た1〕1か月平均II∫処伽り「得 「フ、質,勤労者世帯)

ニグ 〆

/
/》rく7♂ 一一一一芦一一

43斜こ44464950

「家計 調 査 年 報 」 及 び 「消費 者 物 価 指 数

年 報 」(総 理 府 統 計 局)に よる。

(4)通 信及び関連産業の国際交流

我が国と諸外国との国際交流は,貿 易,文 化,経 済協力等多岐にわたって

いる。通信及び関連産業の分野においても,そ の範囲は,外 国郵便及び国際

電気通信,放 送,あ るいは通信機材の輸出入,技 術上の交流等様々な面にお

いて,活 発な交流が行われている。第1-1-13図 はこれらの交流の推移を

示 したものである。これをみると,通 信機材の輸出入額の増加率が高いのが

注 目される。外国郵便物数は微増の傾向であるが,国 際電気通信度(通)数 は

貿易額の増加に加えて,外 国旅行者数の増加 も手伝って大きな増加率を示 し

ている。

また,諸 外国との交流には必ず 「出」と 「入」の両面があるが,第1-1
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第1-1-13図 貿易及び通信関係指標の推移

400

300

200

100

指
数

60

〃

'っ く〉/

通信機材輸出入額

.国際電気通II1度樋 数

/タ ト巨1みに看テ者数

ズ7_」 欄 、,時間

45年度464748495051

「郵政統計年報」(郵政省),「 国際電信電話年報」(国際電電),

rNHK年 鑑」(NHK),「 経済統計年報」(日 本銀行),「 観光

白書」(総 理府),「 出版指標年報」(出 版科学研究所),通 信機

械工業会資料及び日本電線工業会資料により作成。

(注)L外 国郵便物数は46年 度までは,沖 縄の分が外国郵便

に含まれている。

2.国 際電気通信度(通)数 は国際電報通数,国 際加入電

信度数,国 際通話度数の合計である。

3.外 国旅行者数と出版貿易額は暦年データである。

一14図 は交流の分野により様々な特徴があることを示 している。

国際通信の交流状況をみると,外 国郵便は 「到着」がわずかに多いのに対

し,国 際電気通信は 「発信」が 「着信」を上回っている。 この傾向を反映し

て,国 際電気通信料金の対外決済はここ数年赤字基調が続 き,51年 度におい

ては2,600万 ドルの赤字とな り,こ れは我が国の51年 度の貿易外収支の赤字

61億2,700万 ドルの0,4%に あたる。
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第1-1-14図 国際交流構造の比較

入」 「出」

総 貿 易 舶

通1、Ii鮒威の
廟 出 入 額

爆謡点

国、卒1し気11血ln
「曳hlか1セ

外国卿 こ物数

NHKμ 径r亭[1

交払二時 間数

外[r脈行名数

技術貿易額

出版貿易額

制1「51.・%1

輪川89.3%1

1駈咄99 ・6%1

発II・52.0%1

差 立45.6%4

送出69.6%1

海外旅f諸 数75.7%1

輸出117・0%

翰出27」?・1

「郵政統計年報」(郵政省),「 国際電信電話年報」(国

際電電),rNHK年 鑑 」(NHK),「 経済統計年報」

(日本銀行),「 観光白書」(総 理府),「 出版指標年報」

(出版科学研究所),通 信機械工業会資料及び日本電線

工業会資料により作成。

(注)51年 度 のデータである。ただし外国旅行者数及

び出版貿易額は51年 のデータである。

放送についてみ ると,NHKは51年 度 において1日 延べ37時 間 の国際放送

を行 った。 この うち全世界 向け のジ ェネ ラル ・サー ビスは13時 間30分,地 域

別放送は23時 間30分 とな っている。一方,諸 外国で行 ってい る日本語 に よる

国際放送 時間数を総計 してみ ると1日 延べ平均46時 間 とな り,日 本語 以外 の

言語での国際放送 も含め ると,相 当量の国際放送 に よる情報が我が国に流入

してい ることにな る。

また,諸 外 国との間で相 互理解 と友好,親 善を増進す るため,放 送 番組 の

交換等が行われてい る。

NHKの51年 度 の番組交換状況をみ ると,テ レビにおいては,海 外へ提供

した番組延べ45時 間,海 外から受け入れた番組15時 間,ラ ジオにおいては,
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海外への提供延べ1,726時 間,海 外からの受入れ758時 間と,そ れぞれ提供が

受入れを上回っている。

更に,42年 に財団法人NHKサ ービスセンターに設けられたNHKイ ンタ

ーナショナルを通 じ,諸 外国の放送機関等へNHK放 送番組の有償頒布を行

うとともに開発途上国や海外の放送機関等に番組を貸出している。51年 度に

おける実績をみると,33か 国78機 関に1,274本 を頒布 し,17か 国38機関に260

本の貸出しを行っている。

民間放送の教育教養番組の充実と向上を 目的として43年 に設立された財団

法人放送番組センターも番組交流業務の一翼を担い,幅 広い活動を行ってお

り,51年 度の活動状況は次のとお りである。

① 日米テレビ交流会議において,米 国側の事務局 で あ るJapanSociety

(日本協会)と それぞれ無償で4番 組4本 の番組交換を行った。

② 同センターがこれまで制作した番組の うち12番組90本 が国際交流基金に

提供され国際文化交流の推進のために活用 された。

③ 米国の日本研究家 グループに対 し,日 本研究の資料 として10番 組25本を

有償で提供した。

④ 外国の放送会社等との番組の売買についてみると,同 セソターの特別番

組rJAPAN」 が外国の放送会社2社 に販売され,外 国のテレビ番組制作

会社2社 から2番 組78本 を購入した。

次に通信機材の輸出入の状況を第1-1-15表 に よりみてみると,51年 度

における通信機械の輸出入額は2,785億 円であ り,我 が国の総貿易額の0.7%

を占めている。通信機械の輸出入額を輸出,輸 入別にみると,輸 出額が圧倒

的に多 く全体の89.3%を 占めている。輸出を対地別にみると,北 アメリカ州

が最も多 く,全 体の32.6%を 占めている(第1-1-16図 参照)。 最近,輸

出の大黒柱として,プ ラント輸出が注目を集めているが,51年 度における通

信機械のプラント輸出額は4億1,300万 ドルであり,我 が国の総プラソト輸

出額の2.7%を 占めている。通信機械のプラン ト輸出は,発 展途上国の社会

経済基盤の整備に大 きな役割を果たすものであり,今 後更に発展することが
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通信機材の輸出入額(51年 度)

区 分

輸 出

輸 入

合 計

A
総貿易額

B
通信機械

億 円 億 円
206,7102,488

197,097

403,807

297

2,785

C

通信 ケー
ブル

億 円
150

1

151

B/A

%
1.2

0.2

0.7

C/A

%
0.07

0.04

「貿易統計月報」(通 産省),通 信機械工業会資料及び日本電線工業会資料による。

第1-1-16図 通信機材輸出額の対地別割合(51年 度)

通 信 機 械

「

23.8%

ア ジ ア

6.4
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9.5

ヨー ロ ノバ

胤

32.6

北 米 州

13.4

中 南米 州

5・8隻皐
7フ叩ウ

鴇 州

通信ケープル

通信機械工業会資料及びB本 電線工業会資料による。

「

ア ジア47.2%
19.2

中近東

8.1

ヨーσツパ州

9.0

北米州

6.8

南米州

8.3
ア7リカ

州

共 産 圏1.9

大 洋 州1.4

期待 されている。

一方 ,通 信ケ ーブルの51年 度 におけ る輸出入額 は151億 円 となってい るが,

総 貿易額に 占め る割合は0.04%と 小 さい。輸出,輸 入別にみ ると,通 信機械

と同様,輸 出が圧倒的に多 く99.0%を 占めてい る。 この輸 出を対地別にみ る

と,ア ジアが最 も多 く,全 体 の47。2%を 占めてお り,通 信機械 の輸 出におい

て北ア メリカ州が大 きな割合を占めているのと好対照をな している(第1-

1-16図 参 照)。

第2節 情報化の動向

正確で十分な量の情報は安定 した社会生活を守 り,必 要な情報の不足や誤
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った情報の氾濫は社会に不安やパニックをもたらす。

社会の規模が拡大 し,社 会生活が複雑化 して行 くに伴って,ス ムーズな社

会生活を営んで行 くのに必要な情報の量は増加する。従って,そ の情報を伝

達する情報流通メデ ィアも一層大規模かつ効率的にならざるをえない。

例えば,銀 行,証 券等の金融業務,鉄 道,航 空等の予約業務などにみられ

るように,巨 大化 し全国に拡散 した産業や行政機構は既にコンビ_一 タを利

用したデータ通信で大量の情報を一瞬の うちに伝達,処 理 しているし,ま た

全国には りめ ぐらされたテ レビジョン放送ネ ット・ワー一クや大新聞社の通信

網は世界のどこで起きた事件でも,そ の日の うちに解説やコメントまでつけ

て,各 家庭に送 り届けることができる。

このように,我 々の社会はいまや情報化社会とい う言葉そのままに情報に

対する依存を強めてお り,情 報の流通は食料品や工業製品などの流通,つ ま

り物流と同等あるいはそれ以上の重要性を持つに至った。

1情 報の流通

(1)情 報 化のは握

我 々は毎 日テ レビジ ョン放送 を見 た り,新 聞を読 んだ り,あ るいは旅先か

ら,絵 はが きを出 した りす るな ど,さ まざまな メデ ィアを通 して情 報を受け

取 り,ま た,他 人に情報を提 供 してい る。 ところで,こ の よ うな情 報の量は

過 去と比べて どの程 度増減 してお り,ま た,国 民1人 当た りでは どの ような

変化をみせてい るだろ うか。

主 な情報流通 メデ ィアについて,45年 度か ら51年 度 までの普 及状 況の推移

をみ てみ ると,100人 当 た りテ レビジ ョン台数は45年 度21.4台 か ら,51年 度

24.2台 へ,100人 当 た り電話機数が22台 か ら41台 へ,100人 当 た り1日 平均新

聞発行部数 が35.0部 か ら37.6部 へ といずれ も普及拡大の傾 向に ある。

しか し,メ デ ィアごとの動向の分析だけでは全 体 としての情 報 化 の 進 行

度,メ デ ィア相 互間の共通の尺度 での比較,各 メデ ィアが全体の中で 占め る
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割合などの定量的なは握ができない。そこで,こ のような点を明らかに し情

報化の動 きを総体的に計量化するため,日 常の会話か ら,放 送やデータ通信

にいたるまであらゆる情報の流通量を共通の尺度で計量する,情 報流通セン

サス(注)が実施されている。 以下では,こ の調査結果を中心として,我 が国

の情報化の動向をみることとする。

(注)情 報流通センサス

情報流通セ ンサスは,あ らゆるメディアによる情報流通の量を共通の尺度で

計量 し,情 報流通の実態を情報流通量(供 給量,消 費量)情 報流通距離量およ

び情報流通コス トとい う三つの要素から定量的かつ総体的にとらえようとする

ものである。

計量方法を定めるにあた り,次 のとお りいくつかの前提をおいている。

① 対象は郵便(手 紙,は がき),電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジョン放

送,新 聞,書 籍等の情報流通 メデ 、アをは じめ,会 話,学 校教育,観 劇とい

った情報流通を含め,34種 類 である。

② 各 メディアの情報流通を,④ 言語,⑤ 音楽,◎ 静止画,④ 動画の四つのバ

ターンに分類し,そ の間に 「換算比価」(例 えば テレビジョン放送1分 間の

情報量は郵便何通分に相当するか)を 設定するとともに,各 メデ ィアに共通

の単位として日本語の1語 を基礎としたワー ドという単位を設け,こ れによ

りすべての情報量を換算集計する。

③ 情報のもつ 「意味」や 「価値」は対象としない。

④ 電話,手 紙等のパーソナル情報流通メディアでは供給情報量はすべて消費

されるものとする(供 給量=消 費量)。

⑤ 情報流通コス トは情報を流通させるために要した経費をあらわ し,情 報の

生産,処 理等に要する経費は含まない。

(2)惰 報流通量の推移

我が国における供給情報量と消費情報量の45年度以降の推移をみると,供

給情報量は実質国民総生産を上 まわ る,急 激な伸びを示 して い るが,同 時

に,景 気の停滞や経済成長の鈍化の影響を比較的大きく受けている。消費情

報量の方は供給情報量の伸び方と比べるとはるかに緩やかではあるが,着 実

な増加をみせている(第1-1-17図 参照)。
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第1-1-17図 我が国情報流通量の推移

(45年度 二100)

供給情報量

実質国民総生産

消費情報量

_一 入口

45年 度48495051

郵 政 省 「情報 流 通 セ ンサ ス 」 及 び 経 済 企 画 庁 ・自 治 省資

料 に よ り作成 。

(注)対 象 メデ ィア は,郵 便 ・電 話 ・放 送 ・新 聞 ・会 話

等34メ デ ィアで あ る。

2情 報流通の特色

(1)情 報 流通量 と情報流通 メデ ィア

我が国 の情報流通は供給,消 費の両面にお いて テ レビジ ョン放送,ラ ジオ

放送等 の放送系 マス ・メデ ィアに よる情 報流 通がその大部分を 占 め て い る

(第1-1-18図 参 照)。 量的側面に限 ってい えぽ,我 が国の情報流 通はほと

ん ど放送系 メデ ィア,特 に テ レビジ ョン放送 の情報流通量 の動 向にかかって

いるといえ よう。

しか し・郵便・電話等のパ ー ソナル系 メデ ィア,新 聞,雑 誌等 の記録系 マ

ス ・メデ ィア・ さらに データ通信・有線 テ レビジ ョン放送,そ の他の既存の
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第1-1-18図51年 度の我が国の情報流通量

そ難 メディア そのf騒 ディア]

供給量 消費量

郵政省 「情報流通センサス」により作成。

分類 にあては まらない さまざまな新 しい情 報流通 メデ ィアな どは,量 的側面

では放送系 メデ ィアと比較す るとは るかに小 さいが,各 々の果たす機能 の独

自性,社 会生活に与え る影響の大 きさは単 なる量的比較の枠を越 える ものが

ある。

とりわけ,近 年 におけ る電話の急速 な普及ぶ り,フ7ク シ ミリの発展,さ

らには爆発的 な勢 いで伸びつつあるデ ータ通 信な どの動向は我が 国の情報化

において極めて特徴的 であ り,こ れ ら各 メデ ィアの動向のは握は情報化社会

第1-1-19図 情報流通量の増加とメディ7別 比率(マ ス ・メディア)
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の将来を考え る上 で大 いに役立 つこ とであろ う。

テ レビジ ョソ放 送,ラ ジオ放送 の放送系 マス ・メデ ィァ と新 聞,雑 誌,書

籍 の記録系マ ス ・メデ ィアをあわせ たマス ・メデ ィア全体 の51年 度 における

情報流通量 は45年 度 の1.58倍(供 給量),1.35倍(消 費量)と な って いる。

また,メ デ ィアごとの割合には,供 給,消 費 と もに ほとん ど変動 がみ られ

ない(第1-1-19図 参 照)。

個 々の メデ ィアにつ いてみ ると,テ レビジ ョソ放送 は この期間に カラーテ

レビ受像機の普及がすすみ,NHKの 受 信契約 も,45年 度 には普通契 約数

(白黒 テ レビ)約1,516万 件,カ ラー契約数約766万 件 であ った ものが,51年

度 には普通契約数約375万 件,カ ラー契約数約2,331万 件 とな ってお り,こ の

期間に,白 黒 テ レビ時代か ら,カ ラーテ レビ時代への移行がほぼ完了 したと

いえ よ う。

ラジオ放送 では,FM放 送 が軌道 に乗 り,そ の音質の良 さ,ス テ レオ放送

な どに よ り人気を得た こと,ま たモ ータ リ・ゼーシ ョンの進 展に ともな う,カ

ーラジオの増加な どで着実に情 報流 通量 を伸 ぽ してい る。

その他,新 聞,雑 誌等の記録系マ ス ・メデ ィアもそれぞれそ の情報流通量

第1-1-20図 情報消費率(マ ス ・メディア)
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第1-1-21図 情報流通量の増加とメディア

別比率(電 話,郵 便)

(45年度=100)

107
一,'

100'/
,'

電 話

66.7%

電 話

58.6%

.、
、 、
、 、 、 、

郵 便

41.4%

郵 便

33.3%
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郵政省 「情報流通センサス」により作

成。

を増加 させてい る。特 に,書 籍 雑 誌等 の メデ ィアでは,放 送系の メデ ィア

に比べて,情 報消費率(消 費情 報量/供 給情報量)が 高い こ と が 注 目され

る(第1-1-20図 参 照)。

つづいて,従 来か らあるパー ソナル系 メデ ィア,郵 便 と電話についてその

動向をみ ると,全 体 としての増加率は低 く,メ デ ィア相互間の比率に も変動

がみられ ない(第1-1-21図 参 照)。

郵便(ダ イ レクト ・メールを除 く第一種及 び第二種)は45年 度41.4%か ら

51年 度33.3%と 減 少 しているが,こ れは51年1月 の料金改定に よる一時的 な

利用の落 ち込みの影響が あると思わ れ る。

電話は45年 度58。6%か ら51年 度66.7%と な ってお り,伸 び率 こそ あま り大

きくないが,永 年の課題であった積滞の解消 も近 く実現 の見通 しとな り,い

まや国民 の 日常生活に密着 した メデ ィアとして,生 活必需品 といえ る程 とな

った。

近年の コンビ凸一タの著 しい発達,普 及に ともない,オ ンライ ン化 も急速
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第1-1-22図 データ通信情報流通量,コ ンピュ

ータ総台数及びオンライン化コンピ

ュータ台数の推移(48年 度=100)
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郵政省 「情報流通センサス」に より作成。

(注)デ ータ通信情報流通量は,48・49年 度 につ

いては自営データ通信のみ50・51年 度につい

ては自営データ通信,公 社データ通信および

私設データ通信の合計である。

に進み,情 報流通 の面 で もデータ通信 の占め る位置が大 きくクローズ アップ

されて きた。48年 度か ら51年 度 までのデー タ通信情報流通量 の伸びは第1-

1-22図 に 示す とお りであ り,併 記 した コンビ_一 タ総 台数,オ ンライソ化

コンピュータ台数の伸 び と比 して も非常 に大 きい。処理 装置の小型化,高 性

能化,新 しい ソフ トウェアの開発な どに よ りデ ータ通信に よる情報流通量は

今後 も一層伸び,既 存の各 メデ ィアに も大 きな影響を与え ることとな ろ う。

このほか,全 体に 占め る割合は低いが,有 線テ レビジ ョン放送,フ ァクシ

ミリな どの ような新 しい メデ ィアも徐 々に実用化 されは じめてお り,情 報流

通の分野に新 しい可能性を切 り開いて行 くことであ ろ う。
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第1章 通信及び情報化の現況 一35一

情報流通距離量と単位流通コス ト

・、テ レ腔 ・ン放送

一 一+一 〆ll}τ　噺 聞
翔、、上♂

,、,甑 ド

li

千祇の

∫

・ゼ臨 テーク∫唾i。

一 ・電話

rγ けが き

/
5テ レ ノクス

ノDM

1

-一 → 。電 報

10-b10-510-410-1工0一210-110。101

情報1荒逼1単位 コス ト(Pl/ワ ー ド・kml

(注)10の べ き乗 単 位 を 便 宜 的 に 等 間 隔 で と っ て い る 。

郵 政 省 「情 報 流 通 セ ン サ ス 」 に よ り作 成 。

(2)情 報流通 とコス ト

51年 度における情報流通に要 した総経費は主要流通 メデ ィア(テ レビジ ョ

ン,ラ ジオ,郵 便,電 話,新 聞等)で 約5兆 円で あ り,こ れは51年 度 名 目国

民総生産の約3%に 相 当 し,国 民1人 当た り,1日 につ き123円 を 情報流通

のために出費 していることにな る。

第1-1-23図 は 主な情報流通 メデ ィアについて縦軸に各 メデ ィアの情報

流通量 にその平均流通距離を乗 じた情報流通距離量,横 軸 に各 メデ ィアに よ

って情報を流通 させ るのに要 した コス トをその メデ ィアの情報流通距離 量で

除 した単位流通 コス トを と り,45年 度 の値 と51年 度の値を同一 グラフ上に記

してその変 化をみた もの である。
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物価 の大幅な上昇の影響 と一般的 な情報流 通量 の増加 か ら,45年 度 よ り51

年 度 のほ うが情報流 通距 離量,単 位 コス ト と も に 増加 した メデ ィア,つ ま

り,グ ラフ上 で右斜 め上方に矢 印が 向か うメデ ィアが多いなか で,テ レビジ

ョン放送,ラ ジオ放送 の ように情報流通距離量が大 き く,か つ単位 コス トが

小 さいマス ・メデ ィアだけは45年 度 よ り51年 度のほ うが単位 コス トが小 さく

な っている。反対に,公 衆電気通信の代表 であ る電 話,電 報 とい った メデ ィ

アでは,電 話の情報流 通距離量 は増加 しているが,電 報 のそれはやや減を示

してお り,単 位 コス トについては,と もに大 き く増加 してい る。

その他 では,自 営 デー タ通信が最 も大 きな情報流通距離量 の伸 びをみせて

いるのが注 目される。

全体 と してみ ると,単 位 コス トの高い メデ ィアは よ り一層高 コス トに,ま

た単位 コス トの低い メデ ィアは よ りその情 報流 通距 離量 を伸ぽす,と い うよ

うに メデ ィア相互間の差の拡大 が一般的 な傾 向であるといえ よ う。

3情 報流通からみた我が国の情報化

情報流通の量的側面か らのみ判断すれぽ,我 が国の情報化は依然マス ・メ

デ ィア主導型であ り,同 時に電気通信系メデ ィア中心であるといえよう。

しか し,こ れまでにもみてきたとお り,一 方ではデータ通信に代表される

新 しい種類のメディアが着々とその役割の重要性を増 しつつあ り,他 方,既

存のメディアの間にも,マ ス系のメディアはこれまでの万人向けのマス情報

のみの流通から,地 域,職 業,趣 味,年 齢などの受け手の条件に応 じた多様

な情報の流通をめざし,ま た電気通信系 メディアの中ではファクシミリが,

情報の記録 保存への要求の高ま りから注 目を浴びる,と いった興味深い動

きがみられる。

このような,情 報 メディア及び情報それ自身の多様化への動きは,情 報流

通量の着実な増加とあいまって,我 が国の情報化をより高度に発展させて行

くことであろう。


